
司会 今日は、講師に「環境市民」代表理

事の 本さんに講演をお願いしました。

本さんの所属されているNPO法人「環境市

民」では、自治体を対象に環境首都コンテス

トという試みをなさっている。NPOが自治

体を対象に評価するというユニークな取り組

みですが、では「環境都市コンテスト」とい

うのはどういうものか。その狙い、内容につ

いて、今日は興味ある話が聞けるのではない

かと思います。もう一つは自治体の環境政策

について。最近はNGO、NPOと自治体との

パートナーシップが盛んに言われています

が、環境政策という具体的な施策として、ど

のように協働していくかということが聞ける

のではないかと思います。さらに自治体によ

ってそれぞれの地域の特性を踏まえて多様な

政策を展開されていますが、その際の環境政

策のコンセプトとして、何が重要なポイント

になるのか、等々についても、お話をしてい

ただければと思います。それではよろしくお

願いいたします。

持続可能な社会は地域から

本 ただいまご紹介いただきました

本です。事前に環境首都コンテストについ

て勉強していただいということですが、皆

さんの中で「環境首都」という名前を以前

から知っているという方はそう多くないの

ではないかと思います。環境首都というの

はドイツのフライブルグがその代名詞にな

っております。環境首都コンテストは持続

可能な地域社会をつくることを目的として

おります。我々の環境首都コンテストも

「持続可能な地域社会をつくる」という冠が

ついております。

持続可能な地域社会という場合、エコロ

ジーとエコノミーとソーシャル、３つを合

わせたところで説明されます。実際にそう

いう社会が築けるのかということが問題だ

と思います。誰しも環境によくて、経済も

順調で、社会的な公正が図れる社会はとて
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もいい社会だと思います。しかし日本社会

でこれを話をしますと、多くの方は、頭で

はわかりながら、実は「そういうのは無理

だよ」と思っています。

日本の社会はどの観点から言いましても

あまり順調とは言えない。環境問題は関心

が高まりました。温暖化について今や知ら

ない人はいないくらいです。ごみ問題もほ

とんどの方は知っています。しかし現状は

どれだけ改善できたか。現在は経済は東京

とか一部の企業は儲かっているみたいです

が、日本経済全体はどう考えても好況とは

思いにくいですね。社会的公正はこの頃い

ろんな事件があります。格差という言葉さ

え言われますように、あまりいい状況では

ありません。

日本社会を見て、うまくいっていない。

その中で「１つでもうまくいくのではなく、

３つともうまくいこうというのは、そんな

ことできるの？」ということになってしま

います。しかしそうしなければ我々は持続

不可能な社会を招いてしまうわけで、我々、

21世紀を生きている人間として、ここを狙

わなければいけない。

では、どうしたらいいのだろうと。92年

に地球サミットが開催されました。国連の

開発に関する会議ですが、そこで採択され

ました「アジェンダ21」。21世紀の課題に

「持続可能な社会をつくれるかつくれない

か、そういう開発ができるかどうか、そし

て持続不可能性を高めているのは地域社会

である。持続可能な開発社会をつくるため

に決定的に要素になる」ということが国連

の文書に書いてあります。この部分はあま

り日本では知られていません。その上で

「ローカルアジェンダ21」をつくって地域に

持続可能な社会をつくって行動していくこ

とを要請したんです。スウェーデン、デン

マークとかではすべての自治体でアジェン

ダが策定されました。ところが日本では知

られていないという、それくらいの差があ

ります。

ただ、ここで書いてあることは私もその

通りだと思うんです。地球規模で持続可能

性を考えて、結局のところ、国家よりも地

域社会を積み重ねたものが地球と考えた方

がいいと思います。そういう意味でも日本

全体が変えていかないといけないのですが、

日本全体が変わるためにもまず地域でやっ

ていくべきではないかと思います。自治体

という団体は自治体行政というだけではな

く、自治体行政＋住民という意味ですので、

ここだけ注意しておいていただきたいと思

います。

ドイツの試みからヒントを得る

こうした動きの中で有名なのが環境首都

フライブルグです。1990年代前半から環境

首都フランブルグという名前が日本でも紹

介されました。フライブルグ詣でと言われ

るくらい、日本の視察団が毎日のように来

ます。フライブルグの観光会社が日本人の

対応をするためにお金がいるというへんな

ことになっています。確かにいい町です。

フランブルグの中心街は自動車も通ってお

りませんし、路面電車かあって、自転車が

あって人がいるという、トランジッドモー

ルになっています。

フライブルグに94年に最初にまいりまし

た。どうして環境首都フライブルグと言わ

れるんだろうと思いました。現地に行って

「なぜ環境首都というのでしょうか」と向こ

うの方に聞きまして、実はドイツで環境首
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都のコンテストをやっていて、それにフラ

イブルグが1992年に優勝したので、その称

号を得ることができたと教えられた。そう

いうコンテストがるのかとホッーと思いま

した。

コンテストというのは何の目的で誰が主

催しているんだろうと。最初、公的機関が

やったのかなと思ったんです。そうじゃな

く日本で言うNPO、「ドイツ環境支援」とい

うNPOが主催していた。すごいなと思いま

した。

自治体を対象にコンテストをする能力を

もっているNPOがドイツに存在する。しか

もコンテストは政策を分析し、データを解

析する、これは大変面白いことをやってい

るんだなと思いました。同時に何のために

やっているのか。その時は主催団体に聞い

たわけではなく推測しただけですが、自治

体にとっては切磋琢磨、ライバルとしての

競争意識をもたらすのだろうと。これは面

白いなと思いました。

「持続可能な社会を地域から」というのを

私どもの団体がつくって以来のテーゼです。

しかしどうすればできるのか。直接自治体

に働きかける手段がほしいなと思っていま

した。これはもしかしたら使えるんじゃな

いかと思ったんですが、その瞬間に「でき

るかな？」と思いました。５秒ほど考えて、

やはりできないと。

と申しますのは、コンテストをやるため

には、日本の自治体の行政にかなり通じて

いないといけない。しかもある部分だけで

はなく、ごみ問題だけではなく環境全般、

自治体全体を環境面から見ないといけない。

これはかなり幅広い勉強をしないといけな

い。もしそしてそういう能力を我々が持っ

ていたとして、もう一つの問題がある。そ

ういうコンテストを、当時はNPOはありま

せんが、NGOだったんですが、今でも我々

たちはNGOなんですが、そこが主催して自

治体が参加するか、参加する義務は全くな

い。こちらが勝手に調査できません。自治

体が協力してくれないと。

1995年当時、日本の自治体は地球規模の

環境もにほとんど関心を持っていませんで

した。都道府県レベルではあったかもしれ

ませんが、市町村では「温暖化なんて、な

んで一つの市でやらないといけないの？」

ということでしたから。

NPO、NGOの一つの特性として諦めが悪

いということがあります。やりたいと思っ

たことはしつこく追求する。その一つが

我々が能力を高めればいい。今できない理

由は私たちに能力が欠如しているから。自

治体が応募してくれるかどうかは、状況が

変わっていけば可能性があるだろう。我々

が能力を高めることが大事だと思いました。

それでドイツ環境首都コンテストの研究

を始めました。その主体団体であるところ

に連絡をとりました。各都市の優勝した時、

ドイツの環境首都になった都市があります。

時々、ドイツの環境首都はフライブルグだ

けだと勘違いしている人がいますが、これ

だけあります。毎年、毎年コンテストをや

ります。フライブルグは１回しか優勝して

いないんです。私どももいろいろあること

を知りましたので、いくつか行ってみよう

ということで訪れました。

環境支援を主催している団体に会いにい

きました。調査票も全部みせてもらいまし

た。日本語に訳して現在、勉強会をやりま

した。日本に環境自治体会議というのが団

体がありまして、NGOといろんな環境をめ

ざそうという自治体が集まって自主的な会
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議をやっています。私もそこの会員ですが、

環境自治体会議で、そこを通じて日本で面

白そうな自治体を訪れまして、実際どんな

ことをやっているんですかとヒアリングし

ていきました。ドイツのコンテストは、正

式には「自然環境保護連邦首都コンテスト」

が正式の名前ですが、通称環境首都コンテ

ストです。ここに認定証をもってきました。

ドイツで10年間行われた環境首都コンテ

ストで参加された自治体は延べ1,300、実質

630です。９回連続参加されたところは数は

少なくなっています。プロジェクトパート

ナーとして途中から自治体の集まりも入り

ました。グントとか大きな団体がパートナ

ーになっていました。エッカーフェルデと

いう町に行った時、向こうの新聞に「極東

の国からやってきて我が町を調査している」

という記事が載りました。

自動車を使わないで移動できる町

エッカーフェルデは人口が23,000人。小

さい町です。場所はデンマーク国境近く、

バルト海に面しています。ドイツの北の方

です。キールという大都市があってそこか

ら30分くらい電車で行ったところにある小

さい町です。ところが人口23,000人の商店

街がこれだけ賑わっています。昼下がり写

真を撮るとこういう感じです。この写真を

見ていただいて考えていただきたいのは、

日本で人口10万人の自治体の中心商店街と

この商店街の違いを探してほしいのです。

どういう違いがあるでしょう。「賑わいがあ

る」「人がいる」「車が通ってない」「自転車

が多い」。

重要なのは人がいて賑わいがあって、シ

ャッターが下りてない。日本の商店街は皆、

そうではない。日本のまちづくりの中で大

きな問題になっています。たんに商店街と

いう問題ではなく町のコミュニティ、まち

づくり全体で中心が空洞化して大きな問題

になっています。では、人口たかだか23,000

人の町がなぜ、こういうふうに全長800メー

トルの商店街ができているのか。実は、私

は３日前までここにいました。同じように

賑わっていました。歩行者専用道路を延ば

していました。200メートル延長していまし

た。

なぜ、こういう状況がつくれたんでしょ

う。どういう政策があったのか。何をこの

町でやったんでしょうか。車がない。もう

30年前、当時の市長がこのまちづくりの一

つの大きなテーマとして簡単なことを一つ

言われた。「住むに値する町」。なかなかい

み深い言葉ですが、そのことをいろいろ議

論していく中で「この町の中で生活や一般

的な仕事をする上において、自動車を使わ

ないと不便に来す町は住むに値する町か」。

皆さん、どう答えます。ドイツ人は、日

本と同じように自動車を持っています。使

っています。こういう前提に立ってテーマ

を考える。この町の中で普通に生活する、

買い物したり、ちょっとした仕事をするの

に自動車がなかったら不便だと、そんな町

は住むに値するのか。こういう議論があり

まして、それは住むに値しない。自動車を

使わないとは言わない。「町の中で生活する

には自動車を使わないとだめな町はよくな

いよね」と政策をやりました。自動車以外

に便利に町を移動できる町をつくる。そう

しないと不便を来してしまって自動車に乗

るわけですから。100万都市かと思うような

商店街ですが、人口23,000人です。

最初にやりましたのが自転車をメインに
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することです。23,000人の町で路面電車がな

い町なんです。オランダとかデンマークで

もやっていますが、まず自転車の専用道を

つくる。幹線道には車線を削った自転車専

用道。車線を削れないところは歩道の一部

を自転車専用道をつくっていく。

ドイツ人は朝、早いです。７時頃にはこ

ういう風景になりますが、車の方は数珠つ

なぎになりますが、自転車だとスイスイ行

けます。こういう状況です。そして生活系

の道路は30キロメートルと制限をかけるこ

とによって自転車と自動車の共存する。最

近、20キロに落としている地域もあります。

ほとんどの地域でこれを確保しています。

ほとんどのエッカーフェルの町中は自転車

が普通に安全に走れる町にしています。こ

の商店街、真ん中のところに自転車を下り

て歩く。走ってはいけないんです。町の中

心部は歩くだけの道です。

それから、もう一つの公共交通機関とし

てバスを便利にしました。日本ではコミュ

ニティバスでやっていますが、地域住民と

一緒になって路線経路を見直す。時刻を見

直す。本数を増やせるとこすは増やす、増

やせなかったらわかりやすい時刻表にする。

日本でも最近されていますが、１時間１本

であっても、それがあるバスでは毎時35分、

１時35分、２時35分というシステムをつく

る。その二つのことによって町中が自動車

も使う人もいますが、自動車を使わなくて

も結構便利な生活ができるということです。

そういうことによって、実はこの商店街が

賑わってきました。

以前は２車線で、歩行者は端に追いやら

れていまして、商店街もしんどい状況でし

た。地形的に片方はバルト海。バルト海は

昔、海だったのが今では湖になっています。

ごく狭い海峡のようなところに中心街があ

って、ドイツ鉄道が走っていて、あと３本

しか幹線道路が走っていない。真ん中がこ

の町なんです。それがなんと自動車を排除

した。大変な方向転換です。最近、ドイツ

の中心街から自動車をコントロールするこ

とがごく普通になっています。地形的には

難しかったと思うんですが、やってしまい

ました。

結果としてこういう状況が生まれて、そ

れから自転車も走りやすくするということ

で、駐輪しやすくする。一つは大規模駐輪

場も大事ですが、もっと大事なのは小規模

分散型駐輪場です。自転車に乗っています

と、自動車は駐車場に入れてから100～200

メートル歩きます。自転車は近くにおきた

い。自転車をおいてから数分歩くというの

はイメージにない。それを皆がやりだすと

不法駐輪になる。小規模でいいから町並み

にいろんなところに駐輪場をつくる。その

結果として生まれたのがこういう家です。

商店街の中でオープンカフェでお茶を飲む。

この女性は車椅子です。時計屋さんで買い

物をするのを皆が手伝う。私が１週間滞在

していた時の風景です。

こういう光景で日本でごく普通に見られ

るだろうか。バリアフリー、文化都市京都

で見られるのか。なぜこんな風景を見られ

るのか。おわかりのようにこの町が安全だ

からですね。自動車か入らない。安全です。

バスは超低床型、乳母車も乗せやすい。車

椅子も乗せやすい。

京都でも超低床型バスが走っていますが、

偽物ですね。なぜかと言うと入ってからの

段差があまりにも激しい。止めるスペース

があまりない。これではだめなんですね。

全く違います。ドイツではバスの中にこう
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いうものを止めたり、自転車を止めたり、

乳母車を止めるのがごく普通だと考えてそ

ういう設計がされています。出てきたら安

全なんです。車椅子の方にとって安全なの

はご老人にとっても、小さいお子さんにと

っても安全なんです。そういうことが結局、

こういう場所の中で、楽しさ、賑わいの大

きな様子になったのではないかと思います。

こういうことによって町が非常に賑やか

になった。ここで考えていただきたいのが、

最初の３つのマーク。あの町は車をコント

ロールする。環境面を考える。同時に地域

の商売の繁盛に結びつけて、それを通じて

誰でも便利に豊かに暮らせるという社会的

公正をつくっていったと言えるのではない

か。

この３つともかなえるのは難しく見える

んですが、たとえが自治体が考えると、こ

れは環境部の仕事、これは経済振興部の仕

事、これは福祉部長の仕事だと思っている

とうまくいかない。環境と経済と福祉の話

を一つにまとめたところで何かできるかと

いう発想をし直すべきだと。この発想は縦

割りの行政でやりにくくなっていることが

今の社会の非常に悪くしているのではない

かと思います。

実際にドイツ環境支援という環境首都コ

ンテストを長くやってきた団体に「ドイツ

の環境首都コンテストで優勝したとか、上

位に入った自治体の共通項は何か」と聞き

ましたら、一つ言われたのは「縦割り弊害

をなくそうと努力している自治体である」

と。「ドイツの自治体は縦割りですか？」と

聞いたら「ものすごい縦割りだ」と。日本

と変わらないんです。そういう中でそこを

どう考えていくか。「横つながりをどう考え

ていくかということが一つの大事な視点だ」

と。これは日本も共通しているというのが

私の認識です。

環境を雇用につなげるシカケ

この町でもう一つ面白い事例があります。

車で10分ほど中心からいったところにセン

ターがあります。池があって、デックで食

事やお茶が飲める。ロビーの中二階にたく

さん樹がある。池の中に金魚がいる。この

建物は何の目的で建てられたものか。これ

は実はベンチャー、起業支援のためのテク

ノロジー・エコロジーセンターです。ベン

チャーを起こした人たちがここに入居でき

ると５年間、特別の場合８年まで入居が許

される。ドイツのベンチャーを起こすと、

大体５年以内に半分以上の企業は倒産する

のだそうです。大変な話だなと。たまった

もんじゃないなと。これではだめだと連邦、

州政府が乗り出してベンチャー企業を支援

しようと。センターに入ると一般の家賃よ

りも少し安い。そんなにむちゃくちゃ安く

はない。ただし傾斜家賃で高くなっていっ

て、５年目でほぼ市価に近い額になる。そ

ういう支援があります。

州とか自治体とかベンチャーへの支援策

をうまく整理して「あなたの企業はこれを

応募なさったらいい、あなたのところはこ

れをいっぺんやってみたら」ということで

勧める。一人、二人で起こした企業は、商

品開発もしないといけない、伝票も書かな

いといけない。宣伝もしないといけない。

テンヤワンヤですね。そういうことに手を

出したいけど、うまく情報を整理できない。

応募しようとしても書類を書き方がわから

ない。ここに入ることでその障害がなくな

った。それと同時に互いに切磋琢磨できる。
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いろんなことが働きまして、ここには43社

入っています。

このセンターができてから10年ほどにな

りますが、この10年で今まで合計110社入

った。67社が卒業したわけです。倒産した

会社は３社だったと。考えてください。110

分の３です。卒業した中でも67分の３しか

倒産していない。ほとんど生き残っていま

す。生存率が格段に上がっています。ただ

なぜ植物を一杯植えているか。このセンタ

ーはベンチャーならなんでもいいのではな

く、環境のことを中心にテーマをもってい

る会社です。環境関連産業ですね。そうい

う産業を中心に育成している。そういうセ

ンターだから環境共生に貢献すべきだと。

同じ目的をもったセンターがかなりできて

いますが、これだけ環境にシフトさせたセ

ンターはここ一か所です。

面白いのは人口23,000の町で10年間で110

のベンチャーが生まれた。こんな自治体、

日本にありますか？　考えたらすぐわかり

ますね。ないでしょう。しかもそのほとん

どが生き残っている。ということは雇用を

生んでいる。この町はドイツ周辺の自治体

に比べて失業率が３％低いんだそうです。

卒業したらこの郡にいないといけないこと

はないんです。どこに行ってもいいんです。

私企業ですから自由です。卒業した企業は

どこに行ったのか。ほとんどはこのエッカ

ーフェルデの属している郡内に止まって、

多くはこの市内で止まっている。というこ

とはかなり多くの雇用も生んでいる。雇用

を生むベンチャーのセンターが環境汚染源

になっては困ります。環境という面で頑張

っているイメージを持っていますから、そ

ういう産業につなげていこという考え方で

やっています。これも環境と経済、雇用と

社会的公正がつながっています。商店街の

例もこの例も同じですが、３つの輪をどう

重ねたような具体的なプロジェクトができ

るかどうかが大きな問題なのではないかと

思います。なぜそういうことかできるかに

ついては後で申し上げます。

日本でも環境首都コンテストを

これ以上ドイツのことを申しますと日本

の環境首都コンテストの話ができませんの

でつぎに進みます。私どもそういうことを

勉強しながら質問表を作成して能力アップ

を図っていきました。1999年に2001年から

環境首都コンテストを日本でやろうと決め

まして、2000年にこういうものをつくりま

した。京都、東京、名古屋で「環境首都コ

ンテスト・セミナー」。これがドイツ環境支

援の環境首都コンテストプロジェクトの担

当者だった人キップさんです。この方はハ

ム市環境省のプロジェクトの担当責任者で

す。ドイツの町では何をやったかを話して

もらいました。

私はフライブルグに行かなかったんです。

なぜかと言うと、フライブルグでやってい

ることは日本ですぐやれることがあまり多

く見えない。エッカーフェルでとかハムで

やっていること、当時の市長がはっきり言

われたのが面白かったんですが、「最初はド

イツの環境省から来られて話を聞いたって、

我々から見てあまりにも違う話を聞かされ

るのではないかと思っていたんだけど、聞

いていて、じゃ、できないというものが１

割もなかった。ほとんどやろうと思えばで

きることだった」と。そういうことが一つ

の大きな面白さとして感じられました。

環境首都づくりは決して日本で不可能で
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はないと。私たちのコンテストのキャッチ

コピーは「日本のフライブルグをつくろう」。

別にハムでもエッカーフェルデでもいんで

すが、だれも、ハム市というのは知りませ

ん。エッカーフェルデにいたっては知って

いる人が皆無に近い。日本の中で一つ二つ

でもいいから我々の考え方としてはこんな

町できるよというのをつくりたかった。

私、こういうことをやっていますと、「ド

イツのまちづくりの話をしてください」と

言われます。１時間でも２時間でもいい。

話をすれば、皆、「おー、いいなあ」とは言

ってくれるんですが、最後に大抵、こうな

るんですね。「それはドイツだからできたん

でしょう。日本では無理ですよね」。それを

言われたら、私は何のために話していたの

かさっぱりわからないですね。

私としてはドイツがいいという話をした

いのではなくて、こういうまちづくりを日

本でも考えられないかということを言いた

かったわけです。日本人はそれを否定的に

受けとろうとする。とくに自治体の人の得

意技ですよね。自治体の人たちは基本的に

できない理由をあげることが仕事みたいな

ところがありますから。そうさせないため

には、日本の中で事例をつくるしかない。

その仕組みとして環境首都コンテストをや

っていこうと思ったんです。

コンテストの目的

具体的には切磋琢磨するシステムをつく

る。日本は競争社会とはいいますけど、本

当に競争しないんですね。ただし、いい意

味での競争、切磋琢磨。質問票があります。

項目をお見せしますが、質問票はなんと172

ページあります。こんな分厚いものです。

なぜそんな分厚いかと言いますと、簡単

なんですね。回答がほとんど選択肢形式に

しています。自由形式にすると点数をつけ

るのが困難です。ドイツの環境首都コンテ

ストで学んだことの一つです。選択肢を多

くつくる。

選択肢は何か。我々がやってほしい環境

政策です。簡単なものは「環境基本条例を

つくっていますか」「はい」「いいえ」。これ

なら別にいいんですが、その条例の中にど

のような項目が盛られているかを聞きます。

たとえば環境権について明記してあるとか。

それについてイエス、ノーを答えないとい

けない。選択肢自体、我々は条例にこんな

ことを持ち込んでほしいという意味がこめ

られています。我々が、よりやっていただ

きたいものには、より点数を加えてありま

す。政策の提案をしたいんです。170ページ

にもわたる政策提案書を自治体に渡したと

しても自治体は読んでくれるかですね。

皆さん、どう思われますか。京都市に出

したら一応、京都市と関係がありますから、

ほったらかすことはしませんが、適当に読

まれる。実際そうです。このコンテストに

応募した自治体は読み込んで回答しないと

いけませんし、それをやっているかどうか

チェックしないといけない。結果として

我々のコンテストに上位に行こうと思った

ら、我々の政策提言を受け入れてもらわな

いといけない。こんな感じなんです。

もちろんそれだけではありませんで、ま

ず自治体からみれば自治体の評価のツール

にする。他の自治体と比較できる。日本で

は政策評価とかよく言われていましたが、

どこの自治体も政策評価を見ましても、お

金の使い方とか評価しない。そんな評価は

意味がないと。それよりも政策に対してど
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のくらい効果があるか。そもそもの目的は

何かを評価すべきですね。それを評価しよ

うとすると、自己評価だけでは難しい。同

じ人口規模の自治体と比べて、自分たちの

ところはどうなのか。市民による環境監査

もあります。

もう一つコンテストのねらいは決して自

治体を非難しようとか、だめだというもの

ではない。むしろ頑張っていることを認め

るものです。表彰をします。批判する方に

回っている環境NPOからこの政策はいい

よ、あなたの自治体は頑張っていますと評

価する。そうしますと、自治体の中で環境

行政にもっと力を入れる大きな力になるわ

けです。つまりそういうことをやっている

と支持が集まりやすくなる。あの自治体は

評価されて、表彰状までもらっているそう

じゃないか。こうなりますと議員だってそ

の予算は削りにくい。参加する自治体間で

は情報のネットワークができる。私たちと

自治体間の信頼が生まれて、具体的な施策

を通じてのパートナーシップが組みやすく

なるということが目的であります。

実際にはどのくらい参加しているか。

2001年から始まり2010年まで、今年で６年

目ですが、毎年やっていまして、最初は基

礎自治体である市区町村。一応全自治体に

何らかの方向でお知らせはしています。参

加されたのは第２回で75自治体、ここから

増えて、このへんで平成の大合併がありま

してモロに影響がありまして、合併になる

とどこの自治体のデータを出したらいいか

わからなくなる。応募できなくなる。合併

作業の方が大事だということで。基礎自治

体数がグッと減ったけれども参加自治体数

は増えています。

でも2000の自治体の中でこれくらいが参

加してどうなのかと言われるかもしれませ

んが、ドイツの環境首都コンテストでも最

大の参加で2.62％です。それでドイツの全

自治体に影響を与えたということです。な

ぜかというと、参加することが目的じゃな

い、このコンテストは日本の中で一つでも

二つでもいいからこんな町をつくりたいと

いうのが私たちの考えなんです。つまり日

本の2000の自治体、今すぐ何とかしたいと

いう考えだとできないんですね。それより

もやる気があって、ちゃんとやろうとして

いる自治体を応援していく。私たちからす

るとこの数字で十分かなと思っています。

もう一つは作業が結構大変なので、これ

以上応募があっても結構しんどいという実

態があります。私たちは一つでも二つでも

多く応募してほしいとうい努力はしており

ます。今、ネットワークを組んでいまして、

私たちが幹事の団体になっていますが、そ

れ以外にいろんな団体と一緒になって、日

本全国でやっています。各地のNPOと一緒

にやらないと到底不可能だからです。

コンテストの作業工程と内容

このコンテストはいつやっているかとい

うと、１年中やっています。なぜ１年中と

申しますかというと、大体、本格的になる

のが９、10月くらい。今年はコンテストを

やりますよと募集をかけて、応募されてき

た自治体に対して質問表を出します。11月

ら12月に回答が返ってきます。アンケート

調査ではありませんので、ちゃんと順位を

つけていきますので、チェックをかけます。

回答間にへんな矛盾はないか、誤解をして

いないか。もっと面白いことをやってない

かを含めて。半分の自治体は直接訪問をし
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てヒアリングをかけます。その作業だけで

も半日から１日かかります。相手も十数人、

入れ代わりたちかわり来てもらって。

「環境首都」と言っていますが、環境部門

だけ主体をおいているのではなく、自治体

の全政策を環境から見て質問していますの

で、ほとんどの自治体は全部局で回答しな

いといけない。ヒアリングをかけて直接い

けないところは電話とかメールでしつこく

聞きます。回答の裏打ちのための資料まで

もらいます。自治体によっては資料がダン

ボール１箱分くらいになります。そういう

ものをもらって全部点数化の再作業をして

いきます。間違いがないかをチェックに時

間がかかえます。ヒアリングをかけた時に

おもしろい、先進的な事例をできるだけ捜

し出します。

やっと３月のはじめ、これでいいのかな

というのが出てきます。１点でも間違いが

あったらいけませんので、検査してそれを

自治体に通知いたします。先進事例をきれ

いに整理していきまして「先進事例集」を

出します。「報告書」はもっと後になります。

そして自治体に対して今度は表彰になりま

す。３月の終わりです。４月になっていろ

んな自治体に表彰に回りながら次の回の質

問表の改定会議をします。毎年改定してい

きます。春から夏にかけて、前回の反省を

もとにどういうふうに改定するか。質問表

を改定することをやって、秋から春にかけ

てふたたび実行していくということになり

ます。

質問表は環境基本条例、環境基本計画、

環境マネジメントシステム ISO14001。情報

公開、自治体の中でまず自らやりましょう

という率先行動、自治体間の交流、環境だ

けでなく自治体職員の資質が政策能力を向

上させるような資質を持っているか。多部

門にわたる行政ができているか。予算措置

ができているか。住民の力を高めるような

施策、住民とのパートナーシップをやって

いるか。環境学習、自然環境の保全、水、

風土、景観、公園、交通政策、温暖化防止、

エネルギー、ゴミ減量、環境に配慮する産

業の推進などを聞いております。最後に自

由記述があります。

その結果が出ますと表彰に移るわけです

が、これが昨年度の上位入賞の自治体です。

ベスト10。第一位は華々しく表彰します。

昨年度は水俣市でありました。一昨年度も

水俣市です。２年連続水俣市です。私たち

にうれしいことでありまして、日本で、環

境面で最も被害を受けた自治体と言って過

言でないような自治体が今、環境自治体と

して最も評価か高い。水俣市長の宮本さん。

こっち側に100人近い人がいます。水俣市民

だったり、議員、職員です。

懇談会をやります。２位以下のところも

市長に出てきてもらってマスメディアも呼

んで表彰します。なぜそんなことをやるか。

そのことを多くの人に知っていただきたい。

そのために表彰状を送るだけではなくちゃ

んと持って行ってお渡しする。市長が言わ

れますのは、リップサービスもあるのかも

しれませんが、だいたい市長というのは表

彰状を出すことが多くてももらうことは少

ない。もらう場合は国からです。住民から

市長が表彰状をもらうことはほとんどない。

うるさ型のNGOが集まったところからもら

うのは珍しいケースで、市長にとってはう

れしいことです。住民から褒められる。日

本中の住民にも知らせてもらえる。人口規

模別に２位まで表彰することをやっていま

す。最近は見ていますと、人口規模別の点
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数差はあまりないなと思っています。

自治体からの反応

自治体はこのコンテストに参加してどん

な反応を示しておられるか。積極的にとら

えられています。一番積極的な面として環

境首都になることをその自治体の目標とし

てかかげられているところもあります。た

だ、一つだけ注意申し上げたいといけない

のは、我々の環境首都コンテストとドイツ

との大きな違いがありまして、ドイツの場

合は毎年の一位即環境首都です。だから一

位になれば他の条件なしです。ところが

我々が環境首都になった町は一つもつくっ

ていません。一位プラス条件なんですね。

一番大きな条件は1,020点満点の採点です。

なぜか20点のおまけがつくんです。1,020点

満点の７割以上の点数をとっていただかな

いと、実は我々は環境首都の条件に満たな

いということで、一位で表彰しても環境首

都の称号は出さない。今までどこもありま

せん。これが大きな違いです。

ある意味でそれが目標になっています。

一位になられたような自治体、ベスト10に

なられた自治体は水俣、新城、安城、多治

見、板橋、日田、飯田、大和。市長がマス

メディアの前で市民の前でも環境首都にな

ることを目標にしていると言います。そう

いう意味では環境首都コンテストは今や道

具として使われ始めたなと思っています。

我々の目的は、日本の中でこんな町がある

よということをつくりたい。コンテストは

あくまで道具です。自治体にとっても道具

なんです。まちづくりをするための一つの

評価道具として環境首都コンテストがある

わけで、環境首都になるという目的のため

の道具として使っていただけているなと。

たとえば三河安城では、最近、総合計画

を策定して「市民とともに育む環境首都・

安城」を目指すと。自治体の上位計画のテ

ーマになっています。そういうふうに使っ

ていただいています。いくつかの自治体で

環境基本計画をどれだけ達成できたかとい

う目標としてコンテストで何点以上とる、

何位以内に入るとか。結構、助役とか部長

も参加して自治体のグラフをデータチャー

トを差し上げますので、我々の自治体はど

こが長所で、どこが弱点なのかを勉強会に

我々を講師に招いていただいています。自

分たちで、どれだけできているか、できて

いないか、他の自治体の報告書を見比べな

がら、それを見て評価される。その中でや

れそうな部分を来年、予算化していく。ま

さに政策提言に生きているなといううれし

い反応があります。

なかには直接的な反応もありまして、長

野県飯田市、市長が２位の新城市の市長を

招いて私がコーディネートしまして職員、

議員、住民で「挑戦！環境首都への道」と

いう公開シンポジウムをやりました。第二

回目もありまして、安城市長、第三回目が

多治見市の市長を呼びます。自治体間の交

流、議員の交流、ライバル意識が生まれて

きています。質問はどのようなかたちでし

たのか、回答の傾向はどうだったか。自治

体のデータ。人口規模別にこういう回答が

ありましたと、載せてお渡ししています。

それから「先進事例集」をつくりました。

コンテストを通じて、この事例は他の自治

体に参考になるいい事例だと皆で考えて、

この担当課のこんな事業です。具体的な事

業はこれで連絡先、URL、eメールなどなど。

ポイントはこうだとしめすと、一番役立ち
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ます。面白い事例が一杯あるので、自分の

ところでもこんなことをやっていると互い

情報交換ができます。

これをつくっていましたら「事例集はい

いんだけど、映像版がほしい」ととわれた。

金がかかるので、できないなとも思ってい

たら、どこかお金を出してくれないかと思

っていたら、東京の財団がつくってくれた

ので、昨年度からつりまして、DVDにして

います。１回目は住民参加というテーマで

ニセコ町、大和市、熊本市を取材しまして、

１時間にまとめています。今年は水俣市、

三鷹市、多治見市を取材しています。見て

いただくと先進事例をもっと詳しく映像で

見れるということで、自治体内の研修とか

他所から視察にこられた時、「まずこれを見

てください」と利用されたりしています。

撮影は我々以外に３人の撮影専門スタッフ

でやっています。映像的にはちゃんとテレ

ビの番組に耐えられるものです。

各ブロックごとに参加した自治体、関心

を持っている自治体、NPOに集まっていた

だいて、先進事例の交流と人的交流会を毎

年１回やって自治体間交流を進めています。

また日本各地で上位の自治体の市長に来て

もらって、京都で「一日首都会議」をやっ

ています。地球温暖化を基礎自治体でどう

やるかをディスカッションする。ホンネの

会です。

結構すごいことが出てきます。「議会が一

番おかしいんだ」と市長が平気で言います。

多治見市と私たちで５年間かけて持続可能

な社会をつくるためにどんなことが必要か

という共同研究をやっています。ひっくる

めまして一つの事業です。日本の中で一つ

でも二つでもそういう町をつくりたいとい

うことです。マスメディアでも理解が深ま

りまして、朝日新聞でも全国版で乗ったん

ですが、大きな記事で紹介していただいた

りしています。

持続可能な社会の３つの条件

日本の中で持続可能な社会をつくるため

に何が必要か。まだ途中案と思ってくださ

い。正解だとも思っていません。あくまで

も提案だと思っています。その中で大事な

条件としては人材が一番大事だと思います。

これはドイツ環境首都コンテストを主催し

たドイツ環境支援でも環境首都の条件は何

か。「人が基礎だ」と書いてあります。その

地域社会をよくしようと意思を持ってポジ

ティブに行動する人。しかも独りよがりで

はなく、リーダーシップがある人、パート

ナーシップをうまく具現化するコーディネ

ートする人間が存在するかどうか、または

そういう人間をつくりだすような仕組みが

あるのか。そういう人たちが活きるような

社会的システムがあるのか。人に金をかけ

ろと。モノは見えるけど、人は見えない、

金をかけるべきは人だろうと。

二つ目の条件は、どんな町にするかとい

う将来像を分かりやすく提案して、それを

市長一人ではなく、住民と一緒にやってつ

くりだすのが望ましいと思いますが、日本

で欠けているのは日本社会というのがどん

な社会にするのはわかないんですね。「美し

い国日本」と言っても、私たちは安倍さん

の言うのが美しい国とは思いませんけど、

もっと具体的な将来像、地域に根ざしたも

の。

３つ目の条件として、環境、経済、社会

を持続可能なという視点で統合していく。

単に環境だけではなく、単に経済だけでは
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ない。そのために行政の施策を縦割りの弊

害をなくして総合化することが必要だと。

総合化した施策を入れていかないといけな

い。そのためには戦略が必要で、具体的に

は「アジェンダ21」とか環境基本法とか総

合計画を個々ばらばらではなく戦略を立て

て総合化していく。戦略はいいが、具体的

な目に見える即戦力が必要です。地域社会

が今、変わっていると互いにわかるように、

そうしないと勇気がわいてきません。ある

意味でハードも必要だと思っていますが。

あくまで現在の途上だということで、我々

がある程度、責任を持って出せるのは10年

後だと思っていますので、皆さんからのご

意見をいただければと思います。

日本で何をやっているかという事例を紹

介したいのですが、とりあえずここで話を

終えまして、皆さんから質問をいただきな

がら紹介を、できるだけしてみようと思い

ます。

司会 どうもありがとうございました。

わかりやすくお話していただきました。環

境首都コンテストの背後にどういう狙いが

あり、どういうしくみで行われているのか

よくわかったと思います。皆さん方からの

質問を出していただきたいと思います。

［質疑応答］

質問 ドイツでは道路やバスでの車椅子

の安全について、どのような工夫がされて

いますか。

本 ドイツの町はどこも石畳なんです

ね。段差がない。ご老人や小さい子どもた

ちにとっては配慮がなされている。自転車

の専用道があることによって車椅子にとっ

ても安全だと。バスに自転車、車椅子、乳

母車が乗せられるシステムになっています。

乳母車をバスに乗せようとすると、たまた

ま乗り合わせた人が手伝う。日本ではハー

ドもソフトもそのあたりが、まだまだかな

と思います。

質問 たとえば日本の回転寿司屋とか

みても椅子が固定されていて、車椅子が入

れないですね。

本 確かにそういうところがあります

ね。スペースをどうとるか。日本でも進ん

でいる面もあるんですが、町全体としてど

う改良していくかをやらないと。その建物

はハードはできていても、そこに入るまで

にソフトの工夫がないために困ってしまう

というところが日本の現状かなと思います。

質問 中心市街地の活性化といいながら、

国道沿いの方が開けていく。ドイツでは逆

というのは郊外方の店舗がそもそもないの

か、規制がかかっているのか。

本 確かにドイツは日本に比べて都市

計画がしっかりしています。Aプラン、Bプ

ランと段階がある。それにしたがって、こ

の地域はどういう地域か、一つひとつの地

域にどういうものが建てられるかをきっち

り計画的に規制しますのでスプロール化す

る要素は少ないです。郊外型の店舗がない

ことはない。環境政策、経済政策を取り混

ぜる中で町の中をどう活性化するがドイツ

の大きなテーマなので、こういう考え方、

手法が生まれてきたのだと思います。

安直に考えていただくといけないのは、

町の中に車を入れなかったらいいのだとい

うことではなく、あくまでも町を活性化す

るための手段として、一体何ができるかと

いうことで、車が町を活性化しているかど

うか検証しろということです。そこをやら

ないと、車がいなかったらいいみたいなこ
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とになってしまうと、日本では失敗する可

能性があると思います。郊外に店舗が一杯

あるのに車を入れなかったら余計廃れます。

そういう意味では、都市計画全般の見直し

が必要かと思います。

日本でも法律が改正されて、郊外型店舗

が規制されるようになったんですが、あれ

だけ郊外に店舗をつくった後に規制してど

うなるのかなという怪しげなところがあり

ます。地域の住民の人たちが自分たちの地

域を愛する、自分たちの地域をよくしよう

と考えた場合に、自分たちの地域がどうあ

るべきか、もともとあった繁華街が廃れて

いっていいのかという中で、まちづくりに

取り組むことによって少しは変われるかな

と思います。

各地で環境基本計画の策定のコーディネ

ートをしていますが、そこで環境のことで

集まっている人の多くが、地域の商店街が

廃れていることを嘆いています。「町に活気

がないのは嫌だな」とか「もう少し自分の

町が楽しい町であってほしい」と思ってい

ます。こういう例があると「なるほど。自

分たちと商店街の人たちと協力しあえるん

だな」という発想が生まれてきます。日本

の場合、残念ながら商店街の振興は商店街

だけの振興になっている。あれは間違いで

すね。町全体をどういうふうに住みやすい、

賑わいのある町にするのかというテーマと

環境政策と組み合わせる中で自分たちの回

答を見つけていくことが大事ではないかな

と思います。詳しいことは、私ども「環境

市民」まで来てください。お話もできます

し、データもあります。

環境首都コンテストは専門性が高い部分

もありますが、多くの方に参加いただけな

ければ意味がない。コンテストのボランテ

ィアスタッフは誰でも歓迎していまして、

関心と熱意があれば誰でも来てくださいと。

皆さんの中で面白そうだと思われたり、修

士論文とかに役立ちそうだと思われれたら、

どんどんコンタクトをとっていただければ

と思います。コンテストで学位論文をとっ

た方か何人かおられます。そういう意味で

もぜひ皆さんに関心を持っていただければ

と思います。

質問 ４月から市役所で働く人間として

持続可能な社会にするためには３つの要素

がある。縦割り行政の中でどうやって横断

的につながりを持って一つのテーマに向け

て話し合う体制をつくっていくか。これか

らの自治体の課題ではないかと考えていま

す。

本 日本でドイツでもやっていないよ

うな面白いシステムを持っているところを

ご紹介申し上げたいと思います。自治基本

条例、町の憲法をつくられた。そのハシリ

が北海道のニセコ町です。当時の逢坂町長

がこれをつくられて「私たち市民はまちの

主体者である権利を有する」とはっきり言

ったわけです。まちの憲法をつくっておけ

ば、そう簡単に町長が代わったからといっ

て住民参加の姿勢を変えることはないだろ

うと。

神奈川県大和市は住民参加で面白いケー

スです。大和市自治基本条例をつくる会が

あって、つくる過程で住民参加が多くあっ

た。メンバーとアドバイザー、職員が入っ

てなんと131回、意見交換回を145回で条例

をつくった。条例なんてみたこともない市

民も勉強してつくった。中身も優れていま

す。

大和市に面白い条例がもう一つありまし

て「新しい公共を創造する市民活動推進条
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例」。公共を日本では行政機関のものだとい

う考え方をまずやめましょう。行政のみな

らず市民、市民団体が参加する地域社会を

「公共」と言おうじゃないかと定義し直しま

して、公共の事業として協働事業、パート

ナーシップを提案する制度があります。

大和市では市民や事業者が公共事業を提

案できる。普通、公共事業は行政がやるも

のだというのとは違う考え方です。実際に

は協働事業を提案しまして、それを市民、

行政職員、市長も入って議論をしていく。

その事業をだめだというのではなく、でき

るだけ採用されるように皆でワイワイやっ

ていく。採用されたのは26件提案があって

プレゼンまでいったのが17件ですが、提案

後、採択する委員会があって、委員会はほ

とんど市民です。採択されたのが８件、最

終決定は市長です。議会に提案しないとい

けない。予算が伴いますから。環境だけで

はなくあらゆる事業が提案されます。公共

制度を提案していく。

こういうのはドイツにもない。しかも条

例に基づいている。市長の思いつきではな

い。条例を変えない限り、この制度はやら

ないといけない。そういう意味でも優れて

いると思います。これは助成金とは全く違

うんです。町の公共事業をやる。大和市に

は他に助成金制度もあります。

ニセコ町では住民税の１％を事業の住民

提案制度をつくっています。全員公募され

た住民たちが住民からの提案を検討する。

これがいいな、となると町長から議会に出

す。１％まで全部認めようではなく、いい

案がないと支出しない。住民自らが提案を

見つめてほしいと。住民が出したものを役

所が審査しているという形ではない。それ

を制度として持つ。それを町長と議会が認

めるということはすばらしいと思います。

縦割りをどうやめるか。多治見市の「政

策形成ヒアリング」が一つ参考になるかと

思います。多治見市の総合計画は具体的か

つプロジェクトをきっちり書いてある。重

要度を書いてある。全部公開してインター

ネットで見られます。制度に基づいてある

事業をしようとなった場合、５、６月に新

しい施策を環境部門、予算編成部門、人事

部門に提案しないといけない。そこで議論

されます。あらゆる面から審査されます。

環境面の配慮、環境基本計画に沿ってどう

なのか。総合計画から見て正しい事業かと

いう。

市街地の用水路整備がありました。建設

部分の老朽化した水路の改修、これ一つで

いいんです、本来は。しかし行政改革によ

ってあらゆる事業に対して企画や設計段階

から住民参加しよう。用水路まで住民参加

をしようと。若手職員の自発的な研修、政

策提案研修の中で、地域でメダカを育てよ

う。自然に触れられるようにビオトープを

つくろう、という試みがはじまっている。

2001年現在、雑草で生い茂っているマン

シションの住民から「雑草を刈れ」「虫が出

る」という苦情があった水路が、2006年に

は住民参画で昔の小川を彷彿させるような

ものができて、植採活動に住民も参加して

「自然を育む会」という地元の組織ができて、

迷惑な水路が地域の散歩道に生まれ変わっ

た。この人たちが「もっといいことをした

い」と地域で休耕田に水を入れて田んぼを

復活させた。市のお金を１円も使わずに。

水路を引くことの面白さを知ったからです。

縦割り行政をやめたことによってそういう

プラスの面がある。たまたまこんな事例が

あるのではない。こんな制度があるという
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のは日本の自治体も見直すべきものがある

なと思っています。他にも先進事例集が60、

70ほどあります。５年間で三百数十例あり

ます。

司会 どうもありがとうございました。

環境自治体は、単に環境に限定した自治体

ではない。背後には総合的な視点から役所

全体の仕事を見直し、それを従来とはちが

った視点でつなぎ直すことの重要性が明ら

かになったと思います。 本さんが冒頭で、

持続可能な地域社会はエコロジーとエコノ

ミーとソーシャルの３つが合わさった視点

がポイントだとおっしゃいましたが、そう

した試みは、単に先進国であるドイツだけ

ではなく、日本でも十分やれるということ

をお話していただいたのではないかと思い

ます。どうもありがとうございました。

［2006年11月11日］
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